
 

 

令 和 ８ 年 度 

福祉施設のための人事制度改定研修  

【 実 施 要 綱 】 

 

１ ね ら い   本研修では、給与・人事制度の本来の意義や目的を知り、目指すべき制度の

あり方を学び、サービス力向上と職員定着を促すための制度の改定方法を習得

します。 

 

２ 受講対象  社会福祉施設・事業所等の管理者及び給与・人事制度担当者 

 

３ 期  日    令和８年６月１０日（水） 

 

４ 定  員  5０名（※先着順） 

 

５ 会  場  秋田県社会福祉会館 １０階大会議室（秋田市旭北栄町１－５） 

 

６ 申込受付  令和８年４月６日（月）午前９時～４月３０日（木） 

※申込期間中に「研修受付システム」からお申込みください。 

 

７ 受 講 料  秋田県社協会員施設の職員※（注１） ５,５００円 

        秋田県社協非会員施設の職員          ８,５００円 

※（注１）令和８年４月１日現在で会員登録されている施設・事業所の職員 

※受講料は、受講決定後にお振込みください。 

 

８ 受講可否  受講決定者には、「受講決定通知書兼受講料請求書」を令和８年５月１５日（金）

までにメールでお送りします。指定期日までに受講料をお振込みください。 

（振込手数料は、各自で御負担願います。） 

 

９ 留意事項 

（１）感染症対策 

    本会が実施する福祉保健研修は、感染症に対する重症化リスクが高い福祉サービス利用

者への援助職者を対象としているものです。感染症予防の観点から、研修会場内でのマス

ク着用を求めます。 

 

 



 

 

（２）研修カード 

研修カードをお持ちの方は、当日までに御用意ください。お持ちでない方は、受付時に

お渡しします。 

 

（３）昼食 

受講者各自で準備願います。 

 

（４）駐車場 

    会場となる秋田県社会福祉会館の駐車場は、当研修受講者の駐車を保証するものではあ

りません。お車で来館の場合は、社会福祉会館駐車場または、近隣の有料駐車場をご確認

の上、御利用ください。 

 

（５）空調 

    秋田県社会福祉会館では、環境への配慮及び節電・省エネルギーを心がけた空調を実施

しています。研修開催時期の気候に応じ寒暖等が調整できる服装で御参加ください。 

 

（６）その他 

受講申込み後に、欠席や申込事項に変更がある場合は、「研修受付システム」から修正  

してください。受講申込時に入力された個人情報は、当該研修の運営管理の目的にのみ使

用いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪ お問合せ先≫  

社会福祉法人 秋田県社会福祉協議会 

福祉人材支援部 人材養成担当 

秋田県福祉保健研修センター 担当／鎌田・佐藤 

〒010-0922 

秋田市旭北栄町 1-5 秋田県社会福祉会館７階 

TEL:018-864-2775  FAX:018-864-2840 

e-mail：kc@akitakenshakyo.or.jp 



 

 

日 程 表 

 

 

日   時 研 修 科 目 

6 
月 
１０ 
日 
 

（水） 

9:00～ 9:45   受 付 

9:45～10:00   オリエンテーション 

10:00～12:00 
【講義】【演習】 

 

1. 福祉施設における人事制度の課題と目指すべき 
給与・人事制度のあり方 

 
2. 適正人件費管理を可能とする給与制度の作り方 
 
3. 新給与制度への移行時の留意点 
 
4. 法人が求める人材像と職務基準を浸透させる評価制度の 

作り方 

12:00～13:00 

昼食・休憩 

13:00～15:30 

15:30～ 閉講・アンケート記入 

◇講師紹介◇  

ビズアップ人事コンサルティング株式会社  コンサルティング部  

部長  近藤  日出男（こんどう  ひでお）氏  

1990 年  3 月  札幌光星高等学校  卒業  

1994 年  3 月  北海道教育大学札幌校  教育学部  社会科学科  卒業  

1994 年  4 月  ～2011 年  3 月  金融関係に勤務  

2011 年  4 月  ㈱吉岡経営センター  入社  

           （コンサルティング部の分社化により現在、ビズアップ人事コン  

             サルティング㈱に所属）  

            北海道・東北・関東エリアを基盤とし、福祉業界に特化し、 

会計顧問、経営指導、各種研修・セミナー講師、給与制度  

改定・人事評価制度構築コンサルティング、経営診断、経  

営計画策定、福祉サービス第三者評価等 150 法人以上の支  

援実績あり。  

現在、個人の担当として 31 の社会福祉法人に対し支援中。 

保有資格：  医業経営コンサルタント  

      （公益社団法人日本医業経営コンサルタント協会  第 7901 号）  

       福祉サービス第三者評価  調査員資格  

      （北海道福祉サービス第三者評価推進機構  第 0240 号）  


